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1.はじめに 

 現在の構造計算において，立体解析における剛心

及び偏心率の計算は，応力解析結果から求めた柱や

耐震壁などの水平剛性を使用する方法が多用され

ている。しかし，現在多用される水平剛性の評価手

法の中には，解析上の誤差を許容して評価している

ものや力学的根拠に基づいていないものもあり，よ

り精度の高い計算手法を構築するための議論がな

されている。図 1 の様に構面が直交する整形な建物

を対象とした計算方法は文献 1)に示されている。図

2 の様に構面が斜めに交わるような不整形な建物に

ついては文献 2)に示されたせん断型モデルの捩れ

理論に基づいた偏心率の計算方法が多用されてい

る。両者とも従来の手法では「柱断面の主軸＝剛性

の主軸」という仮定に基づいているが，不整形な建

物ではその仮定が成立しているとは限らない。 

 筆者らは文献 3)で従来とは異なる「柱断面の主軸

≠剛性の主軸」と仮定した水平剛性の評価手法を提

案し，単層の不整形立体架構を対象に検証を行って

いる。そこで本研究では多層の不整形立体架構を対

象として本手法の妥当性を検証することを目的と

する。ここで，全体曲げ変形が与える影響について

も併せて検証を行う。 

2.柱の水平剛性の評価手法 

2.1 水平せん断力－水平変形の関係式 

 構面が斜めに交わるような不整形な建物でも，従

来の手法では図 3(a)の様に「柱の断面の主軸＝水平

剛性の主軸」と仮定して，剛心・偏心率計算に使用

する鉛直部材の水平剛性を算出している。柱の断面

の主軸座標系を(x,y)で表わすと，断面の主軸方向の

水平剛性(Dx,Dy)を用いて，水平せん断力(qx,qy)と水

平変形(δx, δy)の関係は式(1)で表わされる。 

 

 

 しかし，柱に斜めに接続する梁の材端曲げモーメ

ントが鉛直部材の x 軸と y 軸の両主軸方向に働くこ

とから水平剛性の主軸と柱断面の主軸が一致する

とは限らない。そこで，本手法では図 3(b)のように

「柱断面の主軸≠剛性の主軸」と仮定している。こ

のとき，柱断面の主軸座標系に囚われない全体座標

系(X,Y)の水平せん断力(qX,qY)と水平変形(δX,δY)の関

係は式(2)で表わすことができる。 

 

 

ここで DXX，DXY，DYYは部材の水平剛性マトリクス

の成分であり，式(2)のように DXYを対称としたのは

線形弾性域を適応範囲としているためである。 

2.2 応力解析結果を用いた水平剛性の評価手法 

 剛床仮定を用いた立体架構モデルの応力解析結

果から，式(2)の水平剛性マトリクスの成分を求める

方法を以下に示す。 

 使用する応力解析結果は柱断面の主軸方向に関

わらず，図 4(a)のように全体座標系の X 軸に対し β1

傾いた方向に加力したときに得られる水平せん断

力(1qＸ,1qＹ)と水平変形(1δＸ,1δＹ)，図 4 (b)のように β1

に直交する β2 方向に加力したときに得られる水平

せん断力(2qＸ,2qＹ)と水平変形(2δＸ,2δY)の結果とする。

応力解析結果の水平せん断力と式(2)に水平変形を

代入して得られる水平せん断力は一致することは

望ましいが加力方向を変化させた場合，応力と変形

の状態が変化するため一致する保証はない。そこで

その二乗誤差の和 J（式(3)）が最小となるように，

図 1 整形な建物の例 図 2 不整形な建物の例 

(a) 従来の手法 (b) 本手法 

(a) 水平加力 1 (b) 水平加力 2 

図 3 部材の断面の主軸と剛性の主軸 

図 4 水平加力方向と水平せん断力（水平変形） 
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柱の水平剛性マトリクスの各成分を求める。 

 

 

ここで Jが最小となる最適化条件は次の通りである。 

 

 

式(4)の条件で偏微分を行うと次の連立方程式が得

られる。 

 

 

 

 

 

式(5)を解くことで剛性マトリクスの成分DXX，DXY，

DYYを求めることができる。 

2.3 層剛性マトリクスの計算方法 

 任意の座標での層せん断力(QX,QY)，ねじれ層モー

メント(QT)と層間変位(δX,δY)，層間ねじれ回転角(δT)

の関係式は式(6)で表わすことができる。 

 

 

 

式(6)の層剛性マトリクス[K]は式(5)で求まった水平

剛性を当該層の総部材数 N 個足し合わせることで

得られる。また任意の点を基準としたときに，基準

点からの各部材までの水平距離を(ilX,ilY)とすると，

水平剛性マトリクス[K]は式(7)のように表わせる。 

 

 

 

 

 

また，剛心に水平力を与えたとき捩れを伴わず並進

移動をすることを考慮すれば KXT，KYTがゼロとなる

座標が剛心であることが分かる。 

3. 水平剛性の評価手法の妥当性の検証 

3.1 検証方法 

 柱の軸方向変形を拘束し，全体曲げが生じないモ

デルを用いて本手法の妥当性を検証し，別途全体曲

げ変形の影響について考察する。具体的な検証内容

は以下の通りである。 

3.1.1 本手法における仮定条件の妥当性 

 本手法の「断面の主軸≠剛性の主軸」という仮定

条件が反映されているかどうかを式(5)で求めた鉛

直部材の水平剛性の各成分を従来の手法と比較す

ることで確認する。ここで，従来の計算方法とは，

柱の断面の主軸方向が全体座標軸と加力方向と同

じ場合は X 方向加力時の水平せん断力 1qXと水平変

形 1δXから X 方向の水平剛性を算出し，Y 方向の剛

性も同様に水平せん断力 2qYと水平変形 2δYから求め

る。それぞれの水平剛性は式(8)の通りである。 

3.1.2 本手法による層剛性マトリクスの妥当性 

 対象建物が単層の場合，自由度を水平変位のみに

縮約した全体剛性マトリクスは等価せん断型モデ

ルと同値であるため，全体剛性マトリクスから求め

た剛心と偏心率を理論値として本手法の剛心・偏心

率と比較することで妥当性を検証することができ

る。しかし，対象建物が多層の場合，全体剛性マト

リクスはフルマトリクスとなるため本手法の結果

と直接比較検証することができない。そこで，応力

解析時に得られる建物の層間変位を比較対象とし

て，式(6)に本手法で得られた剛性マトリクスと応力

解析で使用した外力と同じ層せん断力を加えた時

の層間変位を比較する。これにより層剛性マトリク

スが等価なせん断系に置換されているかを確認す

ることで本手法の妥当性を検証する。また，式(8)

で得られた鉛直部材の水平剛性を式(7)に代入し得

られる，従来の手法での層剛性マトリクスを用いた

場合とも比較を行う。 

3.2. 解析条件 

 対象建物は図 5に示すように 6000×6000mmの正

方形平面を基準に柱 C4 を X 方向に移動させ，A1

構面が Y1,Y2 構面に斜めに交わるような平面をし

た 5 層純ラーメン RC 造の不整形立体架構とした。

C4 の X 座標は 250mm ずつ 5000mm まで変化させ

ており，全 21 モデルを対象とした。このとき A1

構面の傾き θ は 0~約 40°まで変化させることになる。

また全体曲げ変形を考慮する場合と拘束する場合

（柱の軸剛性を通常の 1000 倍に設定）の 2 つのモ

デルを使用する。また，剛床を仮定し，柱脚の支持

条件は固定としてモデル化する。剛域とスラブによ

る梁剛性の割増は考慮していない。 

 外力分布は Ai 分布とし，地震荷重用建物重量は

各モデルの値を用いる。応力解析に用いる外力の加

力方向は全ての柱の断面と同一の X 軸方向と Y 軸

方向の 2 方向とする。 

表 1 建物諸元 

図 6 解析モデル 図 5 対象建物基準階伏図 
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3.3 解析結果 

3.3.1 本手法における仮定条件の妥当性 

 全体曲げ変形を考慮しないモデルの構面が斜め

に交わる位置にある柱C1の水平剛性を図 7に示す。

(a)と(b)より水平剛性 DXXと DYYは A1 構面が傾くに

つれて本手法と従来の手法による差は大きくなり，

どちらも本手法の方が剛性を高く評価しているこ

とが分かる。(c)より従来の計算方法では式(1)のよ

うに「部材断面の主軸＝剛性の主軸」を仮定してい

るため DXYの値がゼロとなっている。一方，本手法

では建物が整形なとき DXY はゼロであるが，A1 構

面の傾きが大きくなるにつれて大きくなっている。

従って，本手法の「部材断面の主軸≠剛性の主軸」

という仮定を，柱断面の主軸に対して梁が斜めに交

わるような場合は考慮する必要がある。 

3.3.2 本手法における層剛性マトリクスの妥当性 

 図 8 に本手法で得られる層剛性マトリクスから

求めた層間変位（以下，本手法の変位）と従来の手

法で得られる層剛性マトリクスから求めた層間変

位（以下，従来の変位）と応力解析時の層間変位（以

下，理論値）を示す。いずれも X 方向に加力したと

きの重心位置における層間変位を示している。 

 (a)は X 方向の層間変位 δXを示しており，本手法

の変位は理論値と概ね一致しているが，従来の変位

はそれらより僅かに小さくなり，差が生じているこ

とが分かる。これは鉛直部材の水平剛性 DXX で差が

あることに加え，(c)に示す層間捩れ回転角 δθ が影

響しているからである。そのため A1 構面の傾きが

僅かなときから変形に差が生じている。 

 (b)の Y 方向の層間変位 δYも X 方向と同様に本手

法の変位と理論値は概ね一致しているが，従来の変

位とは差が生じている。これは従来の手法では鉛直

部材の水平剛性 DXY が常にゼロであることから，Y

方向の並進成分は含まれず，(c)で示す層間捩れ回転

角 δTによる変形が評価されていることに起因する。

一方，本手法と理論値には捩れ回転角だけでなく剛

性DXYによるY方向の並進の影響が含まれているた

め，従来のものより変形が大きくなっている。 

 (c)の層間捩れ回転角では僅かに本手法と理論値

に差が生じているものの，従来の手法と比べると概

ね一致していることがわかる。 

 以上より本手法の変位は理論値と概ね一致して

いるため，本手法は精度よく等価なせん断系へのモ

デル化がなされていることが確認できる。従って，

本手法を用いて剛心・偏心率を算出することは妥当

であると考えられる。 

3.3.3. 全体曲げ変形を考慮した場合の影響 

 全体曲げ変形の影響を考慮して X 方向に加力し

たときの重心位置における本手法の変位，従来の変

位，理論値を図 9 に示す。(a)の δXは A1 構面の傾き

に関わらず変位量が増加している。また，構面の傾

きが大きくなると(c)の δT が反時計回りから，時計

図 9 全体曲げ変形を考慮したときの X 方向加力による層せん断力の作用点での層間変位(5 階) 

(b)層間変位 δY (c)層間捩れ回転角 δT (a)層間変位 δX 

図 8 全体曲げ変形を拘束したときの X 方向加力による層せん断力の作用点での層間変位(5 階) 

(b)層間変位 δY (c)層間捩れ回転角 δT (a)層間変位 δX 

図 7 柱 C1 の水平剛性(5 階) 
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回りに捩れる方向が変わっていることが読み取れ

る。その結果(b)における δY の変形方向が反対にな

っていることがわかる。また構面の傾きが大きくな

ると本手法の変位は理論値と差が生じているもの

の，全体曲げ変形を拘束したときと同様に，本手法

の変位は理論値と概ね一致していることが分かる。

一方，従来の変位は全体曲げ変形を拘束したときよ

りも理論値との差が大きくなっている。 

 以上より，全体曲げ変形の影響が僅かに認められ

るものの，本手法の変位は従来の変位よりも理論値

を十分に追跡できていることが分かった。 

5. 剛心・偏心率への影響 

 図 10 は全体曲げ変形を拘束したときと考慮した

ときの，本手法と従来の手法による剛心を伏図にプ

ロットしたものである。A1 構面が傾いていないと

きは整形な建物であるため，剛心も重心も平面の図

心と一致し，構面が傾くことでそれぞれの位置が変

化していく。また本手法の剛心は，層剛性マトリク

スが精度よく置換出来ていることから，理論計算の

剛心に近いと考えられる。 

 全体曲げ変形を拘束した場合，A1 構面が傾くに

つれて Y2 構面の剛性が上昇するため，剛心は Y2

構面側に移動する傾向がある。また，本手法による

剛心は従来の手法による剛心よりも Y 方向の変化

が大きくなっている。これにより，重心と剛心の間

の偏心距離が増加し，図 8(c)に示すように，本手法

及び応力解析の方が従来のものより捩れる結果と

なることを表わしている。また捩れやすさを表わし

た偏心率 Rex を示した図 12 から従来の手法では過

小評価になっていることが分かる。 

 全体曲げ変形を考慮した場合，A1 構面が傾くに

つれて，スパンが短くなる Y2 構面の全体曲げ変形

が大きくなるため，剛心が Y1 構面側に移動する傾

向がある。また，A1 構面の傾きが小さいとき本手

法の剛心は Y2 構面側に寄ることから，偏心距離は

従来の手法よりも大きくなる。一方，傾きが大きく

なるにつれて従来の手法の剛心の方が Y1 構面側に

寄り偏心距離が大きくなっていることが分かる。こ

れにより図 9(c)に示した層間捩れ回転角 δT は，A1

構面に傾きが小さいとき，本手法の方が反時計回り

に大きく捩れ，構面の傾きが大きくなると従来の手

法の方が時計回りに大きく捩れていることが分か

る。また，偏心率に回転方向は関係なく，偏心距離

は剛心と重心の差の絶対値から求めるため，図 10

に示す重心と剛心の Y 座標が入れ替わるとき，図

12 のように偏心率はゼロになり，その前後で偏心

率が大きく変化している。 

 以上より，従来の手法による偏心率は過小評価に

も過大評価にもなり，適切に偏心率を評価できてお

らず，本手法の優位性は明らかである。 

 

6. 結論 

 多層の不整形立体架構を対象に提案する剛心・偏

心率の計算に用いる水平剛性の評価手法の妥当性

を検証した。 

1)構面が斜めに交わる位置にある柱の剛性の主軸

は断面の主軸と一致していない。 

2)本手法から求めた剛性マトリクスは精度良く等

価なせん断系にモデル化できている。 

3)全体曲げ変形の有無に関わらず本手法を用いる

ことで，剛心・偏心率を適切に計算することが可能

である。 

図 12 全体曲げを考慮したときの偏心率 Rex（5 階） 
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図 11 全体曲げを拘束したときの偏心率 Rex（5 階） 

構面の傾き θ[°] 

構面の傾き θ[°] 

 図 10 剛心と重心の変化（5 階） 
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